
原災法第10条通報 原災法第15条報告警戒事態の連絡
安全協定に
基づく連絡

情報収集事
態の連絡

原子力災害対策本部
(内閣総理大臣）

情報収集事態

2号体制

＜フェーズ１＞

警戒事態

災害警戒本部
（副知事）

＜フェーズ２＞

施設敷地緊急事態

災害対策本部（知事）

全面緊急事態

＜フェーズ３＞ ＜フェーズ４＞

原子力事故現地警戒本部
（原子力規制事務所副所長）

原子力事故対策本部
（原子力規制委員会委員長
および原子力防災担当大臣）

原子力事故現地
対策本部

（内閣府副大臣）

原子力事故警戒本部
（原子力規制委員会委員長
および内閣府政策統括官）

原子力災害現地対策本部
（内閣府副大臣）

通常体制

緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ）

県緊急時モニタリング本部

（施設敷地緊急事態以降はEMC測定分析担当滋賀県グループとしても活動）
（緊急時モニタリ
ングの準備）

敷地外への
放射性物質放出

ＰＡＺ要援護
者の避難準備

・ＰＡＺ避難
・ＵＰＺ屋内退避

緊急時モニタリング結果を踏まえ、防護措置
を実施

OIL1 (500μSv/h)

OIL2 (20μSv/h)

OIL6

避難

一時移転

地域生産物の
摂取制限

飲食物のスクリー
ニング・摂取制限

例）
・ ３時間以上の
外部電源喪失

例）
・全交流電源喪失 等

例）
・冷却機能喪失 等

例）

立地市町において、
震度5弱・5強の地
震発生

国

県

緊急時活動体制・防護措置について

0.5μSv/h
飲料水 放射性ヨウ素

300Ｂｑ/ｋｇ など

EAL1 EAL2 EAL3

警戒体制
（原子力事業本部長）

原子力防災体制
（社長）

トラブル対応
(発電所ﾁｰﾌﾏﾈｰｼﾞｬｰ)事業者

・ＰＡＺ要支援者の
避難実施
・ＰＡＺ避難準備
・ＵＰＺ屋内退避準備
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